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第５章 まとめ 

 

５.１ 本調査等の結果・確認できた内容 

 

１．雪による放射線の遮蔽効果・放射線計測への影響 
（１）雪の密度・厚さによる放射線の遮蔽効果 

モニタリングポストと雪に模した遮蔽体による照射試験で、放射線の減衰曲線

を得ることができた。 

 

比重：1.00（水）       → 減衰率：▲0.920 

比重：0.49（低発泡塩ビ）   → 減衰率：▲0.688 

比重：0.11（発泡ポリエチレン）→ 減衰率：▲0.251 

 

減衰率＝
（水等の遮蔽物がない状態での線量率）−（各遮蔽物を照射して得られた線量率）

（水等の遮蔽物がない状態での線量率）
 

 

 

図5- 1 モニタリングポストの放射線減衰曲線 

 

（２）沈着した放射性物質からの放射線の雪による減衰効果① 

（放射性物質が積雪０～２ｍの表面に沈着） 

積雪なし、積雪１ｍ、積雪２ｍ条件で計測される総計数は、表5- 1①のとおり、

100％－67.7％－21.5％と減衰していく。また、その減衰割合は131Iと137Cs、また、

エネルギー毎で大きな差異はない。 
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（３）沈着した放射性物質からの放射線の雪による減衰効果② 

（放射性物質が地表面に沈着＋その上に積雪０～２ｍ） 

積雪なし、積雪１ｍ、積雪２ｍ条件で計測される総計数は、表5- 1②のとおり、

100％－16.1％－18.1％と積雪の有無で大きく減衰する傾向を示す。また、その

減衰割合は131Iと137Cs、また、エネルギー毎で大きな差異はない。積雪１ｍにより

ほとんどの放射線は遮られ、検出器に入射する放射線は透過力の差による影響の

少ない検出器近傍から放出されるものが支配的であると考えられる。 

 

（４）沈着した放射性物質からの放射線の雪による減衰効果③ 

（放射性物質が積雪０～２ｍの表面に沈着＋検出器を積雪より高く設置） 

積雪なし、積雪１ｍ、積雪２ｍ条件で計測される総計数は、表5- 1③のとおり、

100％－110.7％－120.4％と増加していく。また、スペクトルの形状はほとんど

同等であり、積雪高さによる計数への影響は軽微である。 

 

（５）積雪深による放射性プルーム検知範囲への影響 

上空50ｍの放射性プルームとモニタリングポストまでの距離が１kmとした場

合、積雪１ｍ、積雪２ｍ、積雪３ｍ条件で計測される総計数は、積雪なしに対し

て100.5％－29.9％－9.0％と減衰していく。積雪深が２ｍ、３ｍと増加すると、

検出器が放射性プルームからほとんど遮蔽されることとなるため、計数は減少す

る。 

 

表5- 1 放射性物質の沈着等の状況や積雪深で測定できる放射線量の割合 

積雪深さ 

条件 

積雪 

なし 
１ｍ ２ｍ ３ｍ 

①積雪表面に放射性物質が沈着 

（MP周辺φ２ｍ無雪） 
100％ 67.7％ 21.5％ － 

②地表面に放射性物質が沈着 

（MP周辺φ２ｍ無雪） 
100％ 16.1％ 18.1％ － 

③計測部地上５ｍとし、積雪表面に放射性物質が

沈着した場合（MP高５ｍ＋MP周辺φ２ｍ無雪） 
100％ 110.7％ 120.4％ － 

④積雪深による放射性プルームの検知範囲の影

響（プルームまでの距離１km） 
100％ 100.5％ 29.9％ 9.0％ 

※ 表中「MP」はモニタリングポストの略 
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２．モニタリングポストへの有効な雪対策 
（１）モニタリングポスト設置箇所の積雪量等の観測 

新潟県がモニタリングポストと雪対策施設を敷設等した９箇所を対象に調査

を実施した。 

①積雪深、積雪重量、積雪密度 

２月、３月に調査を実施、積雪60cm以上の積雪密度は、２月は平均335kg/m3、

３月は392kg/m3であった。 

 

表5- 2 ２、３月に実施した積雪深等の調査結果概要 

調査月 積雪深 積雪重量 積雪密度※ 

２月 18～126cm 40～460kg/m2 
224～365kg/m3 

（平均：335kg/m3） 

３月 14～130cm 30～525kg/m2 
215～409kg/m3 

（平均：392kg/m3） 

※ 積雪密度欄の（  ）は積雪60cm以上の積雪密度平均 

 

 

図5- 2 積雪深と積雪密度（２、３月調査実施） 

 

②地中熱ヒートパイプ融雪施設の融雪能力 

新潟県が上条に敷設した地中熱ヒートパイプ融雪施設の融雪能力は、一日あ

たり10～13cm（積雪密度300kg/m3換算）の融雪能力と考えられる。 

なお、平成29年１月13日～16日にかけ、概ね60cmの降雪があったが、地中熱

ヒートパイプ融雪施設により１月15日夕方時点で完全に融雪されていた。 

③雪囲いの種類と屋根の高さ 

雪囲いにより、モニタリングポストへの冠雪等は防ぐことがきるが、一方で、

屋根に雪が留まると放射線計測に影響することから、積雪量に応じて雪囲いの
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種類を選定する必要がある。 

雪囲いの屋根は、ポストのみ＜切妻型＜片屋根型の順に高くする必要がある。

仮に１ｍの積雪の場合、ポストのみの場合は約1.8ｍ、切妻型は約2.0ｍ、片屋

根型は約2.3ｍとなる。 

 

 

図5- 3 積雪深と屋根最低高さの関係 

 

④積雪深とモニタリングポストの線量率 

無対策の石黒（人力除雪なし）では、積雪深観測開始時点で１ｍ以上の積雪

でモニタリングポストが雪で完全に埋まった状態であり、モニタリングポスト

の線量率（降雨雪でのスパイクピークを除く）のベースラインは約0.01μSv/h

とほぼ安定していた。 

また、無対策の岩沢（人力除雪あり）の空間放射線量率のベースライン（降

雨雪でのスパイクピークを除く）を見ると、１ｍまでの積雪深では約0.02μ

Sv/h、積雪深が１ｍを超え、モニタリングポストが冠雪すると約0.015μSv/h

になる。この線量率の違いは、モニタリングポストが冠雪したか、モニタリグ

ポスト周辺に１ｍ以上の積雪があるかなどを判断できる可能性がある。 

一方で、積雪深さ１ｍを境に約0.02μSv/hが約0.015μSv/hに低下する原因

等を調査する必要がある。 
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図5- 4 積雪深と線量率の時間変化（石黒） 

 

 
図5- 5 積雪深と線量率の時間変化（岩沢） 

 

（２）有効な雪対策 

新潟県が今年度実施した地中熱ヒートパイプ融雪施設、雪囲い、人力除雪に

ついて、積雪状況、維持管理（除雪、モニタリングポストの点検作業）、20年

間維持するためのコスト等から、現段階では地中熱ヒートパイプ融雪施設がモ

ニタリングポストの雪対策として最も有効と考えられた。 

なお、地中熱ヒートパイプ融雪施設と他の融雪方法（融雪マット、ロードヒ

ーティング、消雪パイプ）について、施工条件、コスト等を比較したところ、

ロードヒーティングのほうが、地中熱ヒートパイプ融雪施設よりも20年間の総

コストでも優位であったが、地中熱ヒートパイプ融雪施設については融雪面積

を最小にするなど施工費を縮減できることや、災害時に電源が不要で人が現場

に行かなくても融雪が可能であることなどを考慮すると、緊急時用のモニタリ

ングポストの雪対策としては、地中熱ヒートパイプ融雪施設が最も有効な雪対

策と考える。 
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５.２ 本調査で分かった有効なモニタリングポストへの雪対策案 

 

１．雪対策が必要な地域等 
雪に模した遮蔽体による照射試験から、雪による放射線の遮蔽が、放射線計測に

大きく影響する。また、積雪表面に沈着した放射性物質からの放射線量が積雪１ｍ

では、積雪なしの放射線量に比べ67.7％に減衰することから平均積雪量が１ｍ以上

となる地域のモニタリングポストを対象に雪対策を行う必要ある。 

 

２．雪対策 
（１）モニタリングポストの冠雪防止 

雪に模した遮蔽体による照射試験の結果や無雪対策の２箇所（岩沢、石黒）の

積雪量とモニタリングポストの計測値から、モニタリングポスト計測部が雪に覆

われると放射線が遮蔽され、放射線計測に大きく影響することから、モニタリン

グポストの冠雪を防止する雪対策が必要である。 

 

（２）積雪深に応じた雪対策 

①積雪１ｍ以下 

特段の雪対策を講ずる必要はない。 

ただし、積雪表面に沈着した放射性物質からの放射線量の増減を知る上で、

積雪深と放射線量との関係を調査する必要がある。 

②積雪１ｍ超 

平均積雪深１ｍ超の地域では、積雪表面に沈着した放射性物質からの放射線

量を約30％以上補正（積雪深２ｍでは約80％補正）しなければならないことや、

放射性プルームの検知の影響（積雪深２ｍでは積雪なし及び１ｍの場合の約

70％減）を避けるため、モニタリングポストの計測部を積雪よりも高く上げる

ことが有効な雪対策と考えられる。 

一方、地上５ｍの位置に放射線計測部を置いた場合、積雪１ｍ、２ｍともに

積雪なしでの測定比べ約10％、20％高く積雪表面に沈着した放射性物質からの

放射線を計測することが試算されたことから、放射線計測部を上げたことによ

る高さ補正に加え、積雪量に応じた補正が必要である。 

なお、地上部に置いたモニタリングポストのデータ伝送部、バッテリー部な

どを雪から保護すること、冬期間のメンテナンス時の作業スペースを確保する

ため、地上部においても地中熱ヒートパイプ融雪施設などの雪対策を講ずるこ

とが最適と考える。 
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表5- 3 積雪深に応じた雪対策 

積雪深 雪対策 

～１ｍ 
・特段の雪対策不要 

・必要に応じて人力による除雪で対応 

１ｍ～ 

・放射線計測物を積雪よりも高く上げる 

・伝送部などの保護、メンテナンス作業スペース確保のため、地

中熱ヒートパイプ融雪施設 

・地中熱が得られない場合は、雪囲いやロードヒーティング 

 

地上部の雪対策については、地中熱ヒートパイプ融雪施設は、電源が不要で、

維持管理、コスト面で優位であるが、地中熱で必要な熱量が得られない場合や十

分な工事スペースが確保できない場合は、雪囲い、または、停電時の対応・体制

を整えられれば、ロードヒーティングの採用も考えられる。 

雪囲いは、雪による放射線の遮蔽を防ぐため、雪囲いの屋根から落雪してでき

る雪山が屋根まで届かない高さを確保する、又は、落雪を除雪・融雪する必要が

ある。なお、雪囲いは、囲う面積を少なくするほど、落雪する雪の量を抑えるこ

とができ、屋根を低く抑えることができる。 
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５.３ 今後の課題 

本調査結果を踏まえ、課題を次のとおり整理した。 

 

１ 雪対策を要しないとした平均積雪深１ｍの地域について 

・ 積雪表面に沈着した放射性物質からの放射線量の減衰割合の把握 

・ 補正に必要なモニタリングポスト周辺の積雪深の把握方法 

 

２ 積雪深１ｍ超の雪対策について 

・ 放射線計測部を積雪よりも高く上げる方法（使用する治具やその強度など）の

検討と実証 

 

３ 地中熱ヒートパイプ融雪施設の汎用性に向けた検討 

・ 融雪面積の最小化など整備費用の縮減 

・ 積雪量と融雪に必要な熱量の相関を整理 

 

４ 沈着した放射性物質の上への積雪による放射線量の減衰について 

・ 沈着した放射性物質の上に雪が積もった場合に本来の放射線量よりも低く計測

された値をどう評価するか 

・ 放射性物質の上に積もった雪が溶けるに従って、放射線量の計測値がどう上昇

していくか、また、その場合の値をどう評価していくか 

・ 雪で覆われた家屋等に避難することで被ばく量を低減できるとした場合、被ば

く量をどう推計・計測するか 

 

５ シミュレーションの精度の向上 

・ ヨウ素131とセシウム137以外の他の核種を含めた計算 

・ 放射性プルームの大きさ（本調査では３kmに固定）を変動させた計算 


